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域に於ける金融資本の資源独占 地域支配の問題は!関東軍. I反財閥」感情. I満鉄改組問
題J.I日産の満州移駐」等主考慮に入れて考慌しなければならないであろう。










































の頃になってからである。 C ・F ・リーマーの推計によると， 1931年末の目本
の対中国投資は11億36百万ドルに達L，諸外国の対中同投資額32億42百万ドノレ
の35.1%を占めていた。 これは中国に対する最大の投資国であるイギリスの投




うち， 日本の投資額は5億86百ドノレ， 24%で，イギりス (11億四百万ドル>48.9%) 




3) C. F. Remer. Foreign Investment in China， 1933， New York， p. 76 なお， リー マ
の推計には「極めて大胆な憶測の部分が:tくなし然かも計数推定の根拠が明らかにされてい
ないー J (東亜研究所即日国対主投資左支部間際取主.Jl1941年10月， 79ペー ジ〕 と指摘されてし、
る。
4) 日本銀行 r満州事変以後の財政金融史Jl1948年11舟， 174ペー ジ= 日木興業銀行『日本開業担
行五十年史J1957年9月， 408， 548ペーシ。
町東亜研究所「日本町対主投資'j]1941年9月， 48ベータ。なお，これは京亜研究所がリ マ 白
調査に基づいて，対寅北部への投資額を控除して算出したもりである。
6) 東亜研究所の調査に基づいてE出年末の各国の対中国投賢に占申るシェア を計算すると，ィ
ギリス(1，077百万ドル， 45.0%)，日本 (564百万ドル， 23.6弘)，アメリヵ (218百万ドル， 9.1 
帖).フランス (180百万ドル， 7.5目)， ドイツ (141百万ドル， 5.9%)，その他 (209百万ドル，
8.9ちも〉 総計四89百万ドノレである。なお，同年末現在 1 米ドノレ~3 円45銭とした。


























り 東亜研究所『日本の対主投資， 1043-1048ペ ジ。なお，諾外国の対中国投資に占める惜款の
主l合は鉄道借歌11.5%，一般政府借款16.5出，計28%である〔東亜研究所『列国の対主投資と支
部国際収支;76ページ入
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このような日中戦争を契機とする対中国投資の変化をもう少し具体的に検討
する為に，主要業種別の推移を示せば第1表の通りである。銀行業，輸出入業，
投資業の 3業種で ζの 2年間の投資額のうち60%近くを占めている。このうち，
投資業に対する投資額が急増しているのは，官民合同む投資・開発会社である
北支那開発(株)・中支那振興(株)の設立によるところ大きい。銀行業に対す
第 1表 日本の対中国投資主要業種別推移 〈単位千円)
業 積 5.Jij 
投資額|割合 投資額 1割合|増加額|割合
*J 績 業 381，643 408，067 2292 6 26， 424~ 
3TF6 4
銀 行 3点2主 160，901 330，32-4 18.0 169，423 23.4 
輸 同 入 業 122，891 260，921 14.2 138，030 19.0 
鉱 業 106，975 120，959， 6.6 13，98 
10128 9 1紡績業以外の工業 91，662 161，790 8.8 73，651 
航 1重 業 89，448 94，965 5.2 5，517 
投 資 業 36，247 160，323 8.7 124，076 
1201740α α Uその他合計 120，76司 298，224' 16.3 173，936 

















(7，000千円)， 回附洋行 (5，000千円)， 岩田商事 (5，000千円)， 日商 (5，OOC千円)，
中山商事 (3，000千円)， 加藤物産 (2，000千円〕等が日中戦争後上海・青島・天津
等に文庖を開設した Lカツヨ内公称資本金戸。 ιれに対し，三井物産(1日，000千円，



















10) 樋口弘『日本の対主投資研脅」牛活社.1939年 5月， 574ベ一三人
11) 東亜研究所『日本の対支投資~274へー γ.
12) 向上.236-239ページ。

















































横浜止金銀行 42，802 24，555 67，358 
中日実業(株) 7，012 3，110 10，122 
大 意 組 3，4811 1，288 4，770 
H 本興業銀行 2，051 1，236 3，287 
井鉱 山 P ? 3，138 
斎藤硫曹製造所 897 677 1，575 
古河石炭鉱業会社 447 270 717 
高木合名会社 69 184 253 
菱 商 事 29 93 123 
東洋拓殖(株〕 P F 112 
山東鉱業(株) P P 94 
東亜鉱業(株〕 ? P 22 
E十
1) 1936年末現在







































































業 種 別|工場数| 委託会社，数字=委託工場数，カヅコ内は協力会社
炭鉱・貯炭所等 34 菱興鉱中公業2司'13ゴ1井〔大鉱倉山鉱1)業，9満，鉄明治2，鉱三業井4鉱，山貝島1炭鉱3，三
鉄鉱山・製鉄所 13 興乱事中1公司12(大倉鉱業7，日鉄 1，満洲工廠 1)， 内外
造船・機械・鉄工 7 三1，菱興重中工公L司大l連〈満ド洲ッ工ク廠1，1〉中山鋼業1， トヨタ自動車
化学工業 10 日本油脂2，鐘紡2，大日本塗料1
塩 業 4 興中公司 3α旦硝子1，鐘紡 1)，山東鉱業1
セメント・窯業 8 興中公司 l城(大セ倉メ鉱ン業ト11〉，小野田t メγト2，浅野セメγ ト1，盤
ゴ l、 2 昭和ゴムL 日本ゴム 1
火 薬 2 日本火薬2
繊 帝E 47 
大造2，絹日東本綿華紡4，紡績績裕9，見豊上紡日海績興紡6，1績7東~!豊紡田3紡，織内7外，綿鐘2紡，4，H上辛海紡製績
製粉・精米 38 i日青製東製粉粉117， 東亜製紛5，三興麺粉 5，日本製粉 1，日
製 紙 7 王ず製紙比二属製紙1，日辛製紙1
燐 寸 9 中華燐寸3
電 寅d 13 興力中1公〕司13(南鮮合同電気6，東電4， 日電1，大同電
y、戸一 の 他 14 
メHL 計 I 208 I 









16) 悲f宮睦二『北主基礎産業の再編成乙その現状j1同1年 9月， 3へ え
















































































































24) 例えば，製粉業に於いて，日清 日本 日東町三大製粉会社による地按的協定による勢力分野
が決定された(井」坤丸宇佐葉誠次郎，前掲書.83ヘ ジ)，
25) 新宮健三，前掲書.11ベ-;/0










炭 鉱 名|所 在 地 受託者l協力者
井匪炭鉱 河北省井陸 興中公司 貝島炭鉱
正豊 d少 f/ f/ r fノ
磁県 汐 r 磁県 r 明治鉱業
中和 r r r 。 r 
恰立 r ノ 汐 fJ ノア
永安 r dア 万 r 。
陽泉 λr 山西省陽泉 fJ 大倉鉱業|
寿陽 r " 寿陽 fノ 。西山 r " 太原 ノケ 。東山 f/ r η r か
軒嵐鎮 " " 寧武 " 汐富家灘 。 汐 霊石 fノ r 
孝義 lア 汐 孝義 ノ か
洪洞 ノケ 汐 洪洞 ノ/ f/ 
介休 f! ノ 介休 ノ " 中興 r 山東省輝県 か 三井鉱山
華豊 fノ 汐 寧陽 f! 三菱鉱業
華宝 必F " 泰安 " ノ?大同 汐 山西省大同 指荷 鉄














































の南部の 3 地域，山東省一章~B . )箇川・博山から稚県等を含む中央部，泰安・
26) 同上， 3ヘク。






















鉱公司 (30万トン，正豊炭鉱)， 音北煤鉱公司 (24万1千トン，大同炭鉱)， 'I古立煤
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高は河北省773万9千ト γ，山東省350万 3千トン， 山西省270万トン， 察恰爾






千 t.:/を除くと，民族資本系炭鉱の出炭高 262万自千ト Yの53.7%を占めてい
る。また，糠・宛平両県を除〈と，井隆は同省内で最大の産炭地域である。山










省 県 |出炭両 1 . 
河北省 襖 県 4.754 山東省 寧 陽 90 
井 陛 1.095 章 郎 77 
宛 平 874 泰 安 21 
房 山 339 その他 10 
磁 県 318 合 計 3，495 
臨 域 169 l川西省 陽 泉 569 
臨 検 158 大 同 362 
遵 化 30 育 城 150 
合 Z十 7.737 陽泉・菅城 298 
山東省 慢 県 1，311 大同・寿陽 219 
博 山 1，195 太 原 .89 
溜 )1 677 そり他 J，100 



















































井 9，561 I 25.1% 
菱 5.670 14.9 
貝 島 2，058 5.4 
安川・松本 1，916 5.0 
日本製鉄 1，565 4.1 
住 支 1，527 4.0 
渡辺剛二 1，436 3.8 
日 産 1，207 3.2 
麻 生 1，200 3.2 
浅 野 1，口72 2.8 
古 河 935 2.5 
大 倉 516 1.4 
計 28，663 75.3 
そ の {也 9，404 24.7 










































































三~fi 自己ゐ企業許ゐ主主主由主編成らネ肯ょたゐ二桑 tL -C主主;ft資漁ゐi:. G ミヰを
由治寸4ゐモある。」制〔傍点引用者〉と指摘される。だが，実際には，
って立案過程で，
既成財
閥の中では対中国投資を積極的に行っていた三井・三菱・大倉の3財閥が軍事
的侵略に呼応して軍管理工場の管理経営を独占的に引受け.重要資源・鉱業権
を占有し，開発の拠点的地域を支配下におさめていた。資源の争奪戦は，軍管
理工場の委託経営を基軸として占領初期から展開されていたのである。
軍管理工場のうち統制事業に該当するものは政府出資法人の子会社に再編成
されるが，それは接収資産・鉱業権割当の再調整を本質的内容とするo 政府出
資法人に与えられた占領地域開発り「統合調整」権は，資源の争奪戦が激化す
ればする程強化されざるを得ないが，統制の強化は中小零細資本を資源開発か
ら排除し， 巨大財閥金融資本の間で開発能力に応じた資源の再分割を保証する
ことになるのである。政府出資法人を摂子とする資源の再分割過程の詳細は次
稿に於いて考察したい。
(1975 31) 
ヨ1) 小林契当，.前掲論文.18ペ え
